
�
日本の相対的地位の低下�
‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾�
　本日は天候の悪いところ、多数お出でいただき
ありがとうございます。この講演のあと、嶌信彦さ
んをはじめ論客が議論をされますので、その基礎
になるような資料をご紹介し、現在、日本の社会
がどのような状況にあり、何が欠けていて、何をや
らなければいけないかということを話させていた
だきたいと思います。�
　新聞などにもよく引用されますが、スイスのシン
クタンクが世界の51か国と９地域、合計して60の
国と地域について250以上の資料を集め、毎年、
国の順番をつける作業をしております。今年の５
月の最新データによると、日本は総合順位で23位
でした（○１）。意外にも上位ではないと思われる方
もおられるかもしれませんが、以前にははるかに
素晴らしい時代がありました。�
　経済については16位です（○2 ）。行政について
は大変に低い評価で、本来、行政がやるべきことを
やっていないということで34位です（○3 ）。企業も、
かつてはアジア諸国から「ルック・イースト」、日本の
企業を見習えと言われましたが、最近では日本の企
業を見習うと失敗するとさえ言われはじめ、低い評
価です（○４）。唯一、何とかなっているのが社会基
盤です。通信、電力、輸送などの分野で２位になっ
ています（○５）。�
　ところが過去をさかのぼってみると、1992年ま
で、総合順位はアメリカを抑えて１位でした。なぜ
大国アメリカを抑えて１位になりえたかというと、こ
の調査自体は投資家に対する目安を与えること
が目標なので、軍事や政治という分野を対象にし
ていないからです。投資をするならばどの国がい
いかという判断ですから、92年までの日本は総合
順位１位、経済１位、企業１位でした。ところが総
合順位をみると、バブル経済崩壊とともに順位が
下がり、最悪の2002年には27位にまで下がりまし
た（○6 ）。51か国を対象にしておりますから、半分
以下ということです。しかもこの51か国には、日本
としては比較されるのは不満だというような中南
米の国々も入っていますから、かなり低い順位だ
と思います。�
　いくつかの資料により90年ころが栄光の時代
であったかということを想い出してみたいと思いま
す。1990年の世界の銀行を資産総額順位で並
べると、1～5位を日本の銀行が独占し、20位まで
のうち過半数の11行が日本の銀行です（○7 ）。も
ちろん、不動産などの評価が異常に高かったこと
も反映していますが、まさに日本経済の栄光の時
代でした。ご参考までに、現在、それらの銀行が

どのようになったかを見ると、名前がそのまま残っ
ているのは三菱信託銀行と農林中央金庫の２行
のみで、多くの銀行が合併を繰り返して、何とか
20位までに４行が残っているという惨状です。�
　このような転落の原因は何であったかについ
て考え、それに対する対策を挙げてみたいと思い
ます。�
�
第一の戦略　労働生産効率の向上�
－低い日本の労働生産性－�
‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾�
　第一に、日本人の労働生産効率を世界と比較
すると、かなり見劣りすることです。一次産業は
各国固有の生産環境があるので比較は難しい
のですが、１人１年当たりの生産額を購買力平価
で比較してみると、オランダ、アイスランド、スコット
ランドなどと比べて、４分の１以下の生産効率でし
かなく、30位です（○８）。しかし、一次産業は食糧
安全保障の問題がありますので、一概に生産効
率だけで議論をするのは難しいと思います。�
　二次産業、特に製造業は国際環境の中で競争
をしますので生産効率は重要ですが、日本は非常
に低い状態です（○９）。もちろん、為替レートや物価
の問題があるので、一概に比較できませんが、それ
でも大変に低い評価です。ちなみに、1990年ころま
で、二次産業の生産効率は世界１位だった時期も
ありましたが、この10年間に急速に低下してしまい
ました。�
　これからの重要な産業である情報産業を中心
とする三次産業ですが、これも上位の国の３分の
２程度の生産性しか上げていません（○10）。このよ
うな数字を見ると、やはり生産効率を上げる努力を
しないと、国際競争に勝つことはなかなか厳しいと
思います。�
�
－女性の労働参加－�
‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾�
　かつて日本は年間労働時間が長く、外国から
不公平な競争をしているという、いわれなき批判も
受け、次第に減らすようになりました。ちなみに現
在、世界で祝日がもっとも多い国は日本で、その影
響もあり、労働時間は急速に減り、現在では31位
です（○11）。そして、その生産効率が低いということ
ですから、これは真剣に考えなければいけない課
題です。さらに、日本は1995年から生産年齢人口
は毎年10万人規模で減っています。�
　この問題を解決する一つの方法は、女性が労
働に参加することです。日本は伝統的な価値観
などもあり、女性の就業参加率は低い。とりわけ
30代、40代の女性が職場から離れる傾向が強
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いのです（○12 ）。これも、これからの国際競争力を
上げる場合に考えていかなければいけないと思
います。�
�
第二の戦略　労働意識の変革�
－変化を希望しない国民－�
‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾�
　働く人の意識も問題です。第一は、日本人が
変化を希望しないということが、社会を転換させ
るうえで大きなネックになっていると思います。平
均勤続年数はアメリカやイギリスと比べると長い
し、18～24歳の若者が転職する比率をアメリカ
やイギリスと比べると半分程度です（○13）。これは
特定の仕事に習熟し、それによって生産効率が
上がるという長所もあるし、会社に対する忠誠
心が高くて熱心に働くという側面もありますが、
一方で社会が大きく変わらなければいけないと
いうときには、これは必ずしもよい指標ではない
のです。�
　これから紹介する数字には、世界の何千人か
の識者にアンケート調査をした結果が含まれてい
ます。これらは客観的かどうかについては問題が
ありますが、世界各国の識者の、現状認識を反
映していると思います。�
　企業が経済環境の変化に適応する能力がある
かということを質問しますと、残念ながら日本の企
業はかなり低い評価になっています（○14）。�
　また、管理職に対する部下の信頼度が高いかど
うかについても、日本はかなり低い評価です（○15）。
とりわけ、トップマネジメントの管理力については大
変に低い評価です（○16）。�
�
－低いベンチャースピリット－�
‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾�
　新しい社会、新しい経済を作っていくときにはベ
ンチャー企業が重要だと思います。例えば、戦後
の日本の経済発展を推進したのは、戦前からの巨
大企業よりも、ソニーやホンダに象徴されるような
新しい企業でした。現在、そういう新しい企業が
登場してくる状況があるかというと、その評価は51
か国中51位で、日本はベンチャー精神がないよう
です（○17）。�
　最近でこそ、プロ野球球団を買収すると名乗り
出た数社のベンチャー企業が脚光を浴びていま
すが、アメリカなどと比べますと、まだまだ低い評
価です。例えば、現在のＩＴ世界を支える技術を
提供している企業はどこかというと、パーソナル・
コンピューターを最も作っている会社はデル・コン
ピューターというテキサスのベンチャー企業で、
短期間にＩＢＭとかヒューレットパッカードという巨

大企業を抜いて１位になりました。�
　また、パーソナル・コンピューターの心臓である
ＣＰＵを支配している企業はインテルで、これもベ
ンチャー企業です。ソフトウエアについては申し
上げるまでもありませんが、マイクロソフトです。
現在の時点では、パーソナル・コンピューターおよ
びサーバーのＯＳの95％がマイクロソフトの製品
ですから、いかに大きな力を持っているかお分か
りいただけるかと思います。�
　インターネットを構築する重要なハードウエアは
ルーターですが、これはシスコ・システムズという
ベンチャー企業が世界の７割程度のシェアを持っ
ています。�
　そのように考えると、ＩＴ社会の分野ではアメ
リカのベンチャー企業が世界の中心的な企業
になっているわけですが、残念ながら日本には、
そのような企業が現れることは不可能な状況で
す。このようなベンチャー精神を高めていくとい
うことも、新しい産業を起こしていくために大切
なことです。�
　また、これはどのように評価をしてよいかは分
かりませんが、企業の倫理感が低いという評価
もあります（○18）。同じように、経営者の社会的責
任感も北欧諸国などに比べると低いのではない
かと思います（○19）。最近は、毎日のように新聞
に不祥事が報道されており、それを証明してい
ます。�
�
第三の戦略　社会基盤の整備�
－意外に低い日本の情報基盤－�
‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾�
　第３は社会基盤の出遅れです。固定電話は次
第に縮小していく社会基盤ですから、それをどの
程度、重視するかについては議論があると思いま
すが、現状ではそれほど普及しているわけではな
いということです（○20）。�
　その原因は携帯電話の急速な普及だというこ
とですが、意外なことに、携帯電話も日本ではそ
れほど普及していないのです（○21）。イスラエルで
は94％で、１人２台持っているような人も多いので
すが、それに比べると、日本は、その６割程度しか
普及していません。当然、これがビジネスの効率
を落とすことにもなります。�
　ただ、念のために申し上げておきますと、日本
には携帯電話の分野で圧倒的に普及している
技術があります。ｉモードとかＥＺウェブといわれ
るパケット通信でデータのやりとりができる携帯
電話の普及では圧倒的に日本が進んでいます。
それから、最近はカメラつきの携帯電話も日本で
圧倒的に普及しています。残念ながら、それらの

能力が若い人々の娯楽に使われている比率が高
く、これが本格的にビジネスを変えるようになれば、
大きな力になると思います。�
　コンピューターについても意外な結果です。日
本はアメリカに次いで世界で第２のコンピューター
生産国ですが、利用という点で見ますと、意外に
低い状態です（○22）。�
　インターネットの普及は、2000年ころまでは日本
は世界の20位前後で遅れていましたが、2001年
１月に「e - J a p a n戦略」が作られ、高速インター
ネット回線を普及させる目標を作り、順位が上がっ
てきました。それでもまだ12位で、普及率でも北欧
諸国などに比べれば低いし、現状では韓国にも遅
れています（○23）。�
　最近ではインターネットもキロビットの時代は終
わり、メガビットの時代です。それも100メガビット
という時代に入っています。毎秒１メガビット以上
の能力を持つ回線をブロードバンドとして、それが
どの程度に普及しているかを調べますと、韓国が
意欲的な政策を実施して、ＡＤＳＬを普及させ１位
になっています。日本はヤフーＢＢが参入してＡＤ
ＳＬが急速に普及するようになりましたが、現状は
９位です（○24）。�
�
－日本はすべてが高価－�
‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾�
　国全体の物価の高さも問題です。日本は石油
や石炭などをほとんど海外に依存しているので、
一概に非難できない問題ですが、電力価格が大
変に高い国です。世界の45位で、安い国の10
倍以上の電力価格になっています（○25）。その結
果、電力を大量に使う産業分野の競争力が落ち
ることになります。地域独占が崩れる方向には動
き始めておりますが、まだ十分ではなくて、こうい
う分野にも競争政策を入れる必要があると思い
ます。�
　次は解決が難しい問題ですし、上位に名前
が出ている南米の国々と比べるのは公平な比
較かどうか分かりませんが、ニューヨークを10 0
としたときの、都市での生活費用を比べると、圧
倒的に高いのが実情です（○26 ）。住宅の家賃も
高いし（○27 ）オフィス賃料も大変に高いのが実
情です（○28 ）。�
　こういう社会基盤が競争力のネックになってい
るということです。�
�
第四の戦略　社会制度の整備�
－適切に機能していない金融制度－�
‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾�
　第４は社会制度の問題です。例えば、銀行の

制度が新しいビジネスの育成に対して機能して
いるかというアンケート結果を見ると、日本は大変
に低い評価です（○29 ）。証券市場が資金調達な
どに適切に機能しているかということでも同様に
低い評価です（○30）。�
　ベンチャー資金の調達が容易かどうかに関し
ても低い評価です（○31）。日本でもベンチャービジ
ネスが重要だということが言われてきた結果、様々
なベンチャー支援制度ができています。例えば
地方自治体なども、独自のベンチャー資金を用
意していますが、それでも調達しにくい国だとい
う評価になっているわけです。私も官庁の外郭
団体がベンチャー資金を提供する審査をしたこ
とがありますが、膨大な資料を提出させ、長い時
間をかけて審査をし、企業のほうがいやになるよ
うな複雑な制度で資金を貸していました。金融
制度が透明かどうかということでも、国際的には
非常に低い評価になっています（○32）。�
　金融だけではないと思いますが、こういう新しい
企業が発展していくための規制緩和など、官の制
度も見直さなければいけないと思います。�
�
第五の戦略　島国日本からの脱却�
－世界から隔離された島国－�
‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾�
　日本は物理的には島国ですが、かつての鎖国
していた時代のような島国ではないと思われる
かたが多数おられると思います。しかし、現実は
島国なのです。５年ほど前の資料なので、現状と
はやや違っているかもしれませんが、世界の三
極を物資がどのように流れているかを調べると、
ほぼ同じ規模で流通しており、三極は対等な関
係にあるといっていいかと思います。�
　ところが情報の流通を見ますと、圧倒的な格
差があることが分かります。欧州と北米の間が
緊密な関係があるのに対して、北米とアジアが
かなり低く、欧州とアジアの間は、ほとんどないと
いっていいような状況です（○33）。�
　例えばテレビジョンでは、ＢＢＣもＣＮＮもリアル
タイムで見ることができますし、日本のテレビジョ
ン番組でも、世界のニュースが次々と放送されて
います。インターネットを使えば、どのような情報
でも入手できるというような錯覚も抱きがちです。
しかし現実には、日本は情報的に孤立している
のです。�
　アンケートなので評価は難しいのですが、外国
文化を導入することに対して、かつてほど意欲的
ではないという数字もあります（○34）。日本は明治
以来、外国文化を導入することに積極的な国民
でしたが、日本が大国になったことも影響して、必
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ずしもそうではなくなっています。�
　また、日本は外国人労働者の比率が異常に低
い国です（○35 ）。法務省の政策が、外国人労働
者を厳しく規制している事情があるとしても、日
本は外国の人々が来て働くという環境にはなっ
ていません。これが外国の情報や文化が入って
くることを妨げている要因にもなっていると思い
ます。�
　間接的なことですが、日本の国際電話料金
が大変に高いという問題もあります。アメリカへ
3分間電話をするときの料金を比較すると、オラ
ンダなどに比べて８倍程度です（○36 ）。国際的な
コミュニケーションが阻害されている国です。た
だ、インターネットで通信することを考えれば、日
本は世界でいちばん安い国になっていますが、
電話ではこのような状況です。携帯電話も普及
はしていますが、まだ国内での利用料金が高い
（○37 ）。�
�
－少ない外国人観光客－�
‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾�
　さらに大きな問題は観光です。これはビジネス
目的の来訪者も含めて、外国からどれだけの人
が来訪するかという比較です。日本は、国内から
外国へ行く人数は年間1650万人くらいですが、
外国から日本へ来る観光客は530万人程度で３
分の１と非常に少ないのです。どの程度少ない
かといいますと、スペインなどは年間4800万人近
くの人が外国から来ます。もちろん、陸続きで多
数の国があるということも影響していますが、日
本の50 0万人がいかに小さな数字かということ
がご理解いただけるかと思います。ちなみに人
口当たりの外国人観光客数を比較しますと、日
本は50か国の中で34～35位です。�
　さらに重要な数字は、外国人が日本へ来て使う
外貨収入を国内総生産で割った値です。日本は
統計のあるすべての国の中で最下位です（○38）。
しかも、その比率が上位のエストニアやヨルダン
に比べると100分の１程度ですから、日本の観光
による外貨収入が大変に少ないことが分かりま
す。これも問題ですが、こういうことによって国際
的な経験をするとか、国際的なビジネスをすると
いうセンスが磨かれないという問題もあります。
そこで昨年から日本は「観光立国宣言」を出し、
「ビジット・ジャパン」というキャッチフレーズで努
力しています。�
　それから、管理者層に国際経験があるかとい
うアンケートでは日本は最下位です（○39）。香港、
シンガポール、韓国などアジアの国々と比べても
非常に低い評価になっています。�

�
第六の戦略　研究開発の推進�
－大きい日本の研究開発投資－�
‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾�
　経済の基礎はいろいろあると思いますが、新しい
産業を作り出すための技術や科学の力が非常に
大きいと思いますので、ここでは研究開発について
考えてみたいと思います。日本は必ずしも悪い面
ばかりではありません。例えば研究者数は世界
で４位です（○40 ）。人口１人当たりの研究者数で
も７位程度で、研究者は多い国です（○41 ）。企業
の研究者数も世界で２位です（○42 ）。アメリカの
正確な統計がありませんが、多分アメリカが１位
で、それを入れても３位です。1000人当たりでも
7位です（○43）。�
　研究開発投資もアメリカに次いで２位ですし
（○44 ）、国民１人当たりの研究開発投資額も世界２
位です（○45）。官を除いた企業の研究開発投資も
総額で２位ですし（○46）、１人当たりに換算しても２
位です（○47）。企業単位の数字でも、アメリカの企
業と同じ程度の研究開発投資をしています（○48）。
その成果の科学論文数も２位です（○49）。国内特
許数は圧倒的に日本が多いし（○50）、国際特許も
アメリカに次いで多いという状態です（○51）。研究
者も多い、研究資金も多い、特許も相当に取得し
ているというのが概要です。�
　ところが、その成果を比較してみると必ずしも優
位ではありません。日本の研究者が判断した結果
を見ると、対アメリカでは情報家電、対ヨーロッパで
は情報通信と情報家電の分野で優位を保ってい
るという程度で、必ずしも研究の成果が産業全体
に生かされていません（○52）。�
　日本の科学者や技術者の二千数百人に質問
し、外国と比べて日本のほうが優位だと考えて
いる研究者が何％いるかという結果では、半数
以上が優位だといっているのは資源技術と交通
技術だけです。医療、生命科学、宇宙開発など
では圧倒的に後れているというのが、科学者や
技術者の見解です（○53）。�
　文部省の調査では、アメリカに対して技術競
争力が優位だと考えている人は14％しかいませ
ん。中国、韓国、台湾に対しては、現在のところ
優位だと思っている人が多いのですが（○54）、欧
米には遅れているのです。資金と人材を投入し
ている割には、競争力に反映していないというこ
とだと思います。�
�
－教育への投資－�
‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾�
　そうなれば教育ということですが、日本の教育支

出も国全体の経済の規模からいくと、非常に低
いのが実情で、次世代の育成のために十分な
投資をしていないのです（○55  ）。�
　さらに問題は、若者が科学技術の分野に関
心が低いということで、世界では34位です（○56 ）。
こういう現状に対して政府も一生懸命に手段を
講じていますが、なかなか効果がありません。そ
の理由は社会の科学技術についての評価が低
いからです。名誉的な評価も低いのですが、経
済的な評価も低いということです。�
　バブル経済最中のことなので、現在は違うと
思いますが、私が大学で就職担当の仕事をして
いたときの経験があります。東京大学の工学部
の大学院を卒業して、大手の電機メーカーに就
職した学生の初年度のボーナスが、当時2 0万
円ぐらいでした。そのころ、証券会社へ就職し
た高卒の女性の初年度のボーナスが10 0万円
ありました。普通の人よりも何年も余分に努力を
しても、経済的には報われないということになる
と、そのような分野に関心が低くなっていくのは
当然で、こういう現状も考えないといけないと思
います。�
�
第七の戦略　未踏領域の開拓�
－アメリカのフロンティア開拓－�
‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾�
　ベンチャー精神がないことと関係しますが、日
本人は新しい分野に積極的に取り組んでいくと
いう意欲が薄いと思います。科学者はそれが仕
事ですからやりますが、経済全体、産業全体とし
て見ると低いと思います。�
　参考になる例として、アメリカという国は国難と
いってもいいような大きな問題が起きると、フロン
ティアを開発するということで乗り切ってきた経
験が何度もあります（○57）。1929年のニューヨー
クの株式市場の下落から始まった大恐慌を救っ
たのはニューディール政策です。これはアメリカ
国内の開発されていない地域に社会基盤を整
備して開発したわけです。代表的な例は、テネ
シーバレー・オーソリティが実施したテネシー川の
開発です。急流であったテネシー川に10以上の
ダムを造って流れを制御し、ダムの横にロックとい
う船が川をさかのぼって行ける仕組みを作り、
大量の物資を輸送できるようにしました。しかも、
ダムの水を工業用水、農業用水として供給して、
テネシー川流域が発展しました。�
　195 7年にスプートニク・ショックが起き、アメリ
カに大変な衝撃をもたらしました。競争に負けた
ということよりも、従来の防衛戦略を一変しなけ
ればいけなくなったということが、大きな衝撃だっ

たのです。それまでは北極圏を越えてソビエト
連邦の爆撃機が８時間以上かけて攻撃してく
る体制でアメリカの防空体制を構築していたの
ですが、人工衛星が核弾頭を3 0分でアメリカ
の上空へ持ってくるということに対応できる戦
略に変えなければいけないということになった
のです。そのあとに大統領になったのがケネデ
ィで、「ニューフロンティア政策」という名前で、
宇宙開発をやろうとアメリカ国民に呼びかけ、
その結果、アメリカがよみがえったという経験が
あります。�
　1976年に日本の鉄鋼生産がアメリカを追い抜
き、1977年には日本の半導体の生産がアメリカを
追い抜きました。次いで1980年に日本の自動車
生産がアメリカを追い抜きました。すなわち、次々
と日本が主要な産業分野でアメリカを追い抜くと
いうことが起こったのです。「ジャパンショック」と
いう言葉は私が作ったものですが、そういう事態
が発生しました。�
　そのような状況から立ち直るための政策が80
年代初めのころから作られてきましたが、その仕
上げをしたのがクリントン大統領によるサイバー・
フロンティア政策でした。�
　このように、フロンティアという新しい土俵で勝
負をしようという考え方がアメリカには根強くある
わけですが、日本ではあまり成功してこなかった
政策です。�
�
－未踏領域の開拓－�
‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾�
　現在、世界の先進諸国が目指しているフロン
ティアは多数あります。サイバー･フロンティアは
情報通信関係の分野、インナー・フロンティアは
脳の内部を解明する分野です。日本も1 0年間
で２兆円という研究費を投じて、脳の内部の解
明に取り組んでいますが、世界がこの分野で競
争しています。ナノ・フロンティアは、最近ではマ
スメディアも頻繁に取り上げるようになりましたが、
原子や分子を扱ってモノを作り出す分野です。
ゲノム・フロンティアも話題になっていますが、人
間とかイネとかいろいろな生物の遺伝子の解明を
することによって、新しい産業を興すという分野
です。環境問題を解決していくことが新しい産
業につながるというエコ・フロンティアという分野
もあります（○58）。�
　これらのフロンティア開拓で、日本のスタート
ダッシュは素晴らしいのですが、競争の途中か
ら追い抜かれていることが何度もあります。その
例をご紹介させていただきます。サイバー・フロ
ンティアの開発は日本が最初に大きなビジョンを
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提案しました。1990年にＮＴＴが提案したＶＩ＆Ｐ
計画という情報社会の長期構想です。アメリカが
驚いて、日本に対抗する計画を作り始めたという
ほど素晴らしい計画でした。�
　途中は省略しますが、結果として2001年には
大幅に遅れた状況になってしまいました。森内
閣が2001年に発表したe-Japan戦略には、これ
から５年かけて世界の最先端に追いつくと書か
れています。199 0年の時点ではアメリカに何年
か先行するＩＴ社会のビジョンを出していたので
すが、10年間で５年分も逆転されていたというの
が実情です（○59  ）。�
　このような逆転の経過を分析すると、答えは日
本に長期戦略が欠けていたからですが、その一
方で、アメリカが日本に負けていた状況を逆転で
きたのは、長期戦略が明確であったからだと思
います。いくつかの例を示しながら、お話しさせ
ていただきたいと思います。�
�
第八の戦略　長期戦略の立案（アメリカの戦略）�
－アメリカの戦略転換－�
‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾�
　アメリカは70年代から90年代の前半まで、大
変に苦しい状態にありました。76年には鉄鋼生
産で日本に抜かれ、7 7年には半導体生産で日
本に抜かれ、8 0年には自動車生産で日本に抜
かれ、8 2年には自動車や工作機械の輸出でも
日本に抜かれてしまいました。その結果が経常
収支と財政収支の「双子の赤字」であり、貿易
赤字も急速に増加していきました。その結果、
軍事予算を大幅に削減せざるをえない状況にも
なりました。�
　80年代後半になると、ソビエト連邦が崩壊す
ることがほぼ確実に予測できるようになります。
実際は91年12月にソビエト連邦が崩壊したわけ
ですが、それによって米ソ二極が対立するという
形で均衡を維持してきた世界構造が消滅し、世
界全体の秩序再編がアメリカの課題になりまし
た。アメリカの国内問題では、ソビエト連邦がなく
なったことによって膨大な軍事費の支出を維持
することが難しい状況になり、減らさざるをえなく
なったのです。アメリカの軍事産業は日本の建
設公共事業と同じように一種の失業対策として
行われている面が非常に強いのですが、それが
できなくなる状況になったわけです。�
　また、90年になって日本がＶＩ＆Ｐ計画を提案
して、情報社会でリードを広げようとしたという問
題も発生しました。このような大きな問題に立ち
向かわざるをえなかったのがアメリカの70年代
から90年代前半までの状況です（○60 ）。そこでア

メリカが検討した幾つかの戦略を説明したいと
思います（○61）。�
�
－経済制度脅迫戦略－�
‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾�
　第一に経済的にアメリカが優位に立てるような政
策を実現します。�
　最初がプラザ合意によって、ドルの地位を保全
するという政策です。それから、日本の銀行の全
盛を阻止するために、バーゼル合意によってＢＩＳ
規制が作られました。これによって日本の銀行の
力が弱められることになったわけです。�
　89年以降、日米の間では、構造協議とか包括協
議とかＭ＆Ａ協議などが行われて、日本経済への
内政干渉が行われ、これらも日本の力を弱めるこ
とになりました（○62）。�
　面白い例をご紹介しますと、２年前まで日本で
ゴルフ場をもっとも多く保有していた企業は西武
グループでした。しかし現在、日本で最多のゴル
フ場を持っている企業グループはゴールドマン・
サックス、2番がローンスター・ファンドです。１番、
2番がアメリカの会社です。テレビジョン番組で
取材に行きましたが、日本の経営よりもアメリカ
の経営のほうがサービスはいいし、グリーンの状
態もよくなったということで、プレーする人にとっ
ては買収されたほうがよかったという意見もあり
ますが、Ｍ＆Ａ協議の結果、そういうことも現実
に起こっているわけです。�
�
－魅力向上推進戦略－�
‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾�
　アメリカが新しい政策をソビエト連邦と意思疎
通しながら実現してきた分野があります。武力に
よる安全保障を緩めて、新しい安全保障を考え
出すことです。第一に情報安全保障という概念
をアメリカが考え出しました。アメリカもソビエト
連邦も軍事予算を削減せざるをえない状況でし
たから、武力では安全保障を維持できないという
ことで、情報による安全保障という概念が登場し
ました（○63 ）。�
　90年ころまでの安全保障には二つの方法が
あったと思います。一つは強力な武力を持ってに
らみをきかす方法で、もう一つは、日本などが得
意としていた方法ですが、ＯＤＡとか、民間企業
であれば賄賂を相手の国や企業に贈って、有利
な関係を築くという方法です。これは残念ながら
現在も続いており、北朝鮮問題で小泉総理は食
料援助によって拉致に関する情報を得ようとして
いるわけです。これが従来の安全保障を確保す
る方法でした。�

　ところがソビエト連邦が崩壊し、しかも情報の
役割が強くなる時代が登場してきました。例えば
アメリカは90年代の前半にＲＭＡという新しい防
衛構想を出しています。これはRevo lu t i on  i n  
Mi l i t a ry  Af f a i r sという意味ですが、軍事力を
情報技術中心に転換していくという戦略です。
日本の防衛庁もその方向に転換していますが、
情報の力が国にとって大きな力になるという政策
です。�
　その情報の力には敵の情報をいろいろな方
法によって入手するという諜報もありますが、ア
メリカが想定した力は魅力（アトラクティブネス）
という力です。情報を世界に積極的に提供する
ことによって、アメリカの魅力を高め、ヒト、モノ、
カネ、情報を自国に有利なように操作しようという
考え方です。これはクリントン政権のときから本
格的に始まりました。クリントン政権の国防次官
補をしていたジョセフ・ナイというハーバード大学
教授が、こういう構想を提案しました（○64 ）。�
　これはアメリカにおいては歴史のある戦略です。
アメリカがモンロー主義を放棄して第一次世界
大戦に参戦するとき、ヨーロッパ諸国の理解を
得るために映画を手段にしたのです。現在では
困難ですが、戦時ということで、映画の検閲を
したのです。映画全体のうち2 0％以上の時間
はアメリカという国家が素晴らしいとか、アメリ
カ人という人間は不正をしないとか、正義のた
めには命も捨てるというような場面がある映画
でなければ輸出をさせないという情報検閲を行
いました。また、１か所でもアメリカ人は不正だ
というような場面がある映画も輸出は認めない
ことにしたのです。アメリカという国を外部に対
しては美しい国だと理解させるような情報操作
をすることを国の方針として決めた経緯があり
ます。�
　現在はそこまではやっておりませんが、それに
近いことがハリウッド映画では行われているわけ
です。アメリカ人は最後には必ず正義を貫くと
いうハッピーエンドで終わる映画が大半です。こ
れが情報安全保障の一例です。�
　もう一つは環境安全保障です。これはアメリカ
との軍拡競争をこれ以上維持できないと判断
したソビエト連邦のゴルバチョフ政権が提案し
た概念です。8 8年に、シュワルナゼ外務大臣、
ゴルバチョフ第一書記が国連総会で演説をし、
武力で衝突している時代を終えて、世界の大
問題である環境問題を解決するために国際的
に協力しようといい出しました。その成果が、リ
オデジャネイロ会議とか、京都会議、ヨハネスブ
ルグ会議に発展してきたわけです（○65）。�

－軍事技術転換戦略－�
‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾�
　軍事技術転換戦略はアメリカでなければで
きない政策です。軍事予算の経緯を調べてみ
ると、ニクソン大統領のときはベトナム戦争の最
後の時期で、ＧＤＰ当たりの軍事支出が異常に
多かったのですが、カーター大統領のときに一
気に減らしました。ところがレーガン大統領のと
きに「スターウォーズ計画」を実行して再度増
やし、クリントン大統領のときにはまた減らしまし
た（○66 ）。そうなると軍事産業が維持しがたい
状況になってくるわけです。そこで始めたのが
軍民転換です。ソビエト連邦が存在しなくなれ
ば、それほど秘密にしておく必要がないと判断
される軍事技術を民間に開放して、民間はそ
の技術を使って稼ぐという仕組みを作り出した
わけです。�
　バーチャルリアリティという遊園地で使われて
いる技術も、本来は軍事シミュレーターの技術を
応用しています。インターネットはいうまでもあり
ません。昨今、ＩＴＳが話題になっており、今日も
名古屋市でＩＴＳ世界会議が開かれていますが、
この技術の背景は戦車とか戦闘機の居場所を
正確に把握するための技術です。衛星携帯電
話イリジウムはビジネスとしては失敗しましたが、
これも軍事技術を背景にしています。偵察衛星
写真も、アメリカでは軍事技術を応用した民間
企業の衛星が撮影しており、軍も民間企業の衛
星写真を購入して使っているという状況にまで
なりました（○67 ）。�
�
－知的財産権利戦略－�
‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾�
　最後が知的財産権を高めるという素晴らしい
戦略です。カーター大統領が79年に大統領教
書を発表して、これからの情報社会でアメリカ
が強くなるために、四つの政策を提言しました
（○68 ）。第一は連邦政府の助成金を得た研究で
あっても、それが民間で利用できるような仕組
みを考える。第二に、情報社会はベンチャービ
ジネスが中心になるから、これを育成する政策を
考える。第三は、当時、ＩＢＭとＡＴ＆Ｔがアンチ
トラスト法で訴訟されていましたが、情報社会
が始まる時期に、コンピューターと通信の世界一の
会社を弱めるのは損失だから、アンチトラスト法
の適用を緩和する政策を検討する。最後に、
工業社会では特許権が重要だったが、これを
知的財産権といわれるものに拡大していくとい
うことです（○69  ・○70 ）。�
　アメリカの素晴らしいところは、これを次々に実
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行していったことです。まず、特許の範囲を一
気に拡大しました。これまでの常識では、特許
にできない分野が三つあるとされてきました。
第一は自然に存在するものは特許にはできな
いということです。金色のリンゴを発見しても、
その特許を取ることはできません。第二はアイ
デアだけでは特許にならず、具体的なものにな
っていないといけない。第三、自然の原理は特
許にできないということです。つまり万有引力の
法則を発見してもそれは特許にできないという
ことです。�
　ところが、それらをすべて無視した特許政策を
アメリカがはじめました。例えばチャクラバーティ
事件というのは、土中に存在していた微生物に
特許を認めたという事件です。これは石油などを
食べて、水と炭酸ガスに分解する能力を持った
微生物です。自然の中に存在していた微生物で
すから、特許にできないというのが一般的な解釈
ですが、アメリカは人工的に培養したと解釈して、
特許にしてしまいました。�
　ディーア事件というのは、コンピューター・ソフ
トウエアを特許にした最初です。ソフトウエアは
アイデアだから特許にしないというのが一般的な
解釈でしたが、ＣＤ－ＲＯＭに記録しないと実際は
使えないから、モノになっていると解釈して特許を
認めました。�
　さらにカーマーカー事件が発生しました。これ
は線形計画法という数学の解法の特許が成立し
たということです。その解法の原理は戦前にすで
に発見されており、それを改良しただけですが、
コンピューターと一体でなければ実用にならない
という判断で特許にしたのです。�
　そして最後が、ビジネスモデル特許を乱発す
るということです。これらはすべてアメリカの知的
財産権を高めるという戦略から出てきたもので
す（○71）。�
�
－戦略を放棄してきた日本政府－�
‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾�
　最後に、日本が残念ながら戦略がなかった
ために失敗しているということをお話しします。
カーター大統領が連邦政府の助成による研究
成果を民間で活用できるような政策の検討を提
言した翌年に、バイドール法という法律が成立し
ました。これは大学の教官や研究所の研究員
が連邦政府の助成による研究で特許を取得し
たら、その特許は連邦政府にではなく、大学に
帰属させるように方針転換をするための法律で
す。これによって大学の先生は研究意欲をかき
立てられることになりました。日本は、それに対

応する法律がいつできたかというと、18年遅れ
て大学等技術移転促進法ができました。それ
から、知的財産権の裁判を迅速に処理しないと、
企業や社会にとって不利になるということで、
アメリカは8 2年に連邦巡回控訴裁判所という
知的財産権に関する係争だけを専門に扱う裁
判所を作って、短期で結審できるようにしました。
日本はやっと来年の４月１日から知的財産高等裁
判所ができることになりました。20年以上後れて
おります（○72 ）。�
　ＩＴ社会で20年後れるということは、ドッグイヤー、
つまり７倍で時間が進んでいるとして換算すると
140～150年の後れです。明治維新で日本が開
国してみたら、先進諸国はすでに百数十年前に
産業革命を始めており、圧倒的な工業力を持っ
ていた。慌てて追いかけ始めて、百数十年かけ
て追いついたというのが、これまでの歴史でした。
ところが情報社会が始まって気がついてみたら、
またもや百数十年も後れていたという明治維新と
同じようなことになったのです。国の政策が大変
に出遅れたということです。�
　さらにいくつか日本が出遅れて失敗した分野
があります。一つはヒトゲノムの解析です。東京
大学の理学部長をされたこともある和田昭允教
授がゲノムを解析する画期的な方法を1981年に
提案され、科学技術庁が予算をつけて研究して
おりました。ところが、大蔵省の主計局がいつ実
現するとも分からない研究には予算をつけないと、
途中で予算がうち切られました。その間にアメリ
カが日本の技術を参考にしながら、予算も大量に
投入して躍進し、20 0 0年にヒトゲノムの大略の
解読が終わりました。そのときアメリカは59％の
解読をしたのですが、日本は６％しか解読でき
ず、この差がゲノムを利用した応用の大きなネッ
クになっています。�
　ナノテクノロジー分野も世界が競争しています
が、ナノテクノロジーという概念を最初に提案した
のは日本人です。1 9 7 4年に東京都立大学に
おられた谷口紀男教授が国際会議で発表して
おられます。ところが、あまり注目されない間に、
86年にアメリカで若い学者エリック・ドレクスラー
が画期的な書物『創造する機械』を書いて一気
に注目されるようになりました。それでも日本人は
頑張り、カーボンナノチューブは飯島澄男博士が
発見したりしていたのですが、なかなか予算が
つきませんでした。しかし、2000年１月にクリント
ン大統領が、これからアメリカは戦略的な技術開
発の分野をナノテクノロジーにすると宣言して
「ナショナル・ナノテクノロジー・イニシアチブ（Ｎ
ＮＩ）」というプロジェクトを始めたときに、日本は

やっと目覚めて予算がつくことになり、必死で追
いかけているのが現状です（○73 ）。�
　このように、さまざまな不幸や失敗が重なって
日本が苦境にあるのだと思います。これをどうし
ていくかということを論客にご議論いただけばと
思います。どうもありがとうございました。�
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